
　　　　　　当事業者はご利用者に対して指定小規模多機能型居宅介護サービスを提供します。
　　　　　事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の
　　　　　とおり説明します。

１．事業者
　（１）法人名　　　　　　　　株式会社　鷹揚館
　（２）法人所在地　　　　　秋田県大仙市佐野町３番４１号
　（３）電話番号　　　　　　　０１８７－６２－１２１７
　（４）代表者氏名　　　　　代表取締役　中川広志
　（５）設立年月　　　　　 　平成１４年６月１４日

２．事業所の概要
　（１）事業所の種類指定     小規模多機能型居宅介護事業所
                                   　　 平成２３年９月２１日指定  大仙広介発第５９１号
     　　　　　　　　　　　　　　　　介護予防小規模多機能型居宅介護事業所
                                   　　 平成２３年９月２１日指定  大仙広介発第５９１号
　（２）事業所の目的 有限会社鷹揚館が設置するおうようかん「川口の家」が行う指定

小規模多機能型居宅介護事業及び指定介護予防小規模多機能
型居宅介護事業の適正な運営を確保するための人員及び管理
運営に関する事項を定め、管理者、介護職員、看護職員、介護支
援専門員が要介護状態（指定介護予防小規模多機能型居宅介護
にあっては要支援状態）にある高齢者に対し、適切な指定小規模
多機能型居宅介護及び指定介護予防小規模多機能型居宅介護
の提供することを目的とします。

　（３）事業所の名称　　　  　小規模多機能型居宅介護事業所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　介護予防小規模多機能型居宅介護事業所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　おうようかん「川口の家」
　（４）事業所の所在地　　 　秋田県大仙市太田町川口字清水川３９
　（５）電話番号　　　　　　　 　０１８７-８８-８９７０
　（６）事業所長（管理者）氏名 鈴　木　貴　之
　（７）当事業所の運営方針 利用者一人ひとりの人格を尊重し、住み慣れた地域での生活

を継続することができるよう、地域住民との交流や地域活動へ
 の参加を図りつつ、利用者の心身の状況、希望及びその置か
れている環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿
泊サービスを柔軟に組み合わせることにより、地域での暮らし
を支援します。

　（８）開設年月　　　　　　平成２３年１０月１日
　（９）登録定員　　　　　　　　２９人
　　　　　　　　　　　　　　　　　（通いサービス定員１８人、宿泊サービス定員９人）
　（１０）居室等の概要　　　当事業所では、以下の居室・設備をご用意しています。宿泊サービ
　　　　　　　　　　　　　　　　　スの際に利用される居室は個室です。

おうようかん「川口の家」重要事項説明書

平成２３年９月２１日指定　　大仙広介発第５９１号
（大仙広介指定０５９０８００２４９）

「小規模多機能型居宅介護」

「介護予防小規模多機能型居宅介護」

（大仙広介指定０５９０８００２４９）

「小規模多機能型居宅介護」

当事業所は介護保険の指定を受けています。

平成２３年９月２１日指定　　大仙広介発第５９１号

「介護予防小規模多機能型居宅介護」



室数 備　　　　考
宿 泊 ベッド完備

合 計
居間・食堂 ９４．１６　㎡
浴室 一般浴室１箇所　　/　　特別浴室１箇所
消防設備 準耐火構造、スプリンクラー設備、消火器設置
その他 自動警報設備、 木造平屋建, 自家発電機

３．事業実施地域及び営業時間
　（１）通常の事業の実施地域　　　　　　大仙市内
　　　　※上記以外の地域の方は原則として当事業所のサービスを利用できません。
　（２）営業日及び営業時間

営業日 年中無休
通いサービス 日～土　　　８時３０分～１７時
訪問サービス ２４時間
宿泊サービス 日～土　　　１７時～８時３０分

４．職員の配置状況
当事業所では、ご利用者に対して指定小規模多機能型居宅介護サービスを提供する職員

　　　として、以下の職種の職員を配置しています。
　　　《主な職員の配置状況》※職員の配置については、指定基準を遵守しています。

職員配置 職務の内容
１．事業所長（管理者） １人 事業内容調整
２．介護支援専門員 ２人 サービスの調整・相談業務
３．介護職員 １２人以上 日常生活の介護・相談業務
４．看護職員 １人

　　　《主な職種の勤務体制》

１．管理者 勤務時間：　　８：３０～１７：００
２．介護支援専門員 勤務時間：　　８：３０～１７：００
３．介護職員 勤務時間：早番１　　　　 　 ７：３０～１６：００

勤務時間：早番２　　　　 　 ８：００～１６：３０
勤務時間：日勤　　　　 　 　８：３０～１７：００
勤務時間：遅番　　　     　１０：００～１８：３０
夜勤の勤務時間：　　　　  １６：００～　９：００
宿直の勤務時間：　  　　　１７：００～　８：００

その他、利用者の状況に対応した勤務時間を設定します。
４．看護職員

５．当事業所が提供するサービスと利用料金
　（１）介護保険の給付の対象となるサービス

　以下のサービスについては、利用料金の９割から７割が介護保険から給付され、利用者
の自己負担は費用全体の１割から３割の金額となります。ア～ウのサービスを具体的にそ
れぞれどのような頻度、内容で行うかについては、ご利用者と協議の上、（介護予防）小規模
多機能居宅介護計画に定めます。

《サービスの概要》
ア 通いサービス

当事業所のサービス拠点において、食事や入浴、排せつ等の日常生活上の世話や機能
訓練を提供します。

①食事
・ 食事の提供及び食事の介助をします。
・ 調理場で利用者が調理することができます。
・ 食事サービスの利用は任意です。

②入浴
・ 入浴または清拭を行います。
・ 衣服の着脱、身体の清拭、洗髪、洗身の介助を行います。
・ 入浴サービスの利用は任意です。

健康チェック等の医務業務

従業者の職種

居室・設備の種類

職種 勤　務　体　制

９室
室 ９室

個　　室



③排せつ
・ ご利用者の状況に応じて適切な排せつの介助を行うとともに、排せつの自立についても

適切な援助を行います。
※

④機能訓練
・ ご利用者の状況に適した機能訓練を行い、身体機能の低下を防止するよう努めます。

（ご利用者の希望により電気サービスも行います）。
⑤健康チェック
・ 血圧測定等利用者の健康状態の把握を行います。

⑥送迎サービス
・ ご利用者の希望により

イ 訪問サービス
・ 利用者の自宅にお伺いし、食事や入浴、排せつ等の日常生活上の世話や機能訓練を提

供します。
・ 訪問サービス実施のための必要な備品等（水道・ガス、電気を含む）は無償で使用させて

いただきます。
・ 訪問サービスの提供にあたって、次に該当する行為はいたしません。

①医療行為
②ご利用者もしくはその家族等からの金銭または高価な物品の授受
③飲酒及びご利用者もしくはその家族等の同意なしに行う喫煙
④ご利用者もしくはその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動
⑤その他ご利用者もしくはその家族等に行う迷惑行為

ウ 宿泊サービス
・ 事業所に宿泊していただき、食事、入浴、排せつ等の日常生活上の世話や機能訓練を

提供します。

《サービス利用料金》
ア 通い・訪問・宿泊（介護費用分）すべてを含んだ一月単位の包括費用の額

利用料金は１か月ごとの包括費用（定額）です。
利用料のうち各利用者の負担割合に応じた額の支払いを受けるものとします。負担割合
については平成２７年８月から適用される市区町村発行の負担割合証により決定します。
なお、法定代理受領以外の利用料については、介護報酬の告示の額とします。
下記の料金表によって、ご利用者の要介護度・要支援度に応じたサービス利用料金を

お支払ください（サービスの利用料金は、ご利用者の要介護度・要支援度に応じて異なります）。
☆

自己負担額

☆ 月ごとの包括料金ですので、ご利用者の体調不良や状態の変化等により（介護
予防）小規模多機能型居宅介護計画に定めた期日よりも利用が少なかった場合、
または（介護予防）小規模多機能型居宅介護計画に定めた期日よりも多かった場合
であっても、日割りでの割引または増額はいたしません。

☆ 月途中から登録した場合または月途中から登録を終了した場合には、登録した
期間に応じて日割りした料金をお支払いいただきます。なお、この場合の「登録日」
及び「登録終了日」とは、以下の日を指します。
登録日・・・ 利用者が当事業者と利用契約を結んだ日ではなく、通い、訪問、宿泊

のいずれかのサービスを実際に利用開始した日
登録終了日・・・ ご利用者と当事業所の利用契約を終了した日

要介護度 要介護度

１割

ご利用者の 要支援 要支援

８１，３４５円

要支援度 1 2

６，８７６円

２０，８４４円

２割
３割 １０，３１４円

１割
自己負担額

３，４3８円 ６，９4８円

１３，８９６円

７３，７７９円

２７，１１７円

3
２２，２８３円

要介護度

３割 ４５，９５４円 ６６，８４９円３１，２６９円

２４，５９３円

1

サービス利用中に排泄や嘔吐などで衣類汚染した場合は感染予防のために衣類

の対応は行なわないものとする。

４９，１８６円 ５４，２３４円

負担割合証の発行の説明を受け、当事業所宛に負担割合証が送付されることに同意します。

　　　　ご利用者の 要介護度

２割

要介護度 要介護度
2 5

のハイター消毒を行なっています。その際に色落ちすることも考えられますが、弁償等

２０，８４６円 ４４，５６６円

１５，３１８円

３０，６３６円

4
１０，４２３円



☆ ご利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額
をいったんお支払いただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額
が介護保険から払い戻されます（償還払い）。償還払いとなる場合、ご利用者が保険
給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付
します。

☆ ご利用者に提供する食事及び宿泊に係る費用は別途いただきます（下記（２）ア
及びイ参照）

☆ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご利用
者の負担額を変更します。

イ 加算（自己負担額）
小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から起算して３０日以内の期間については、

初期加算として下記のとおり加算分の自己負担が必要となります。３０日を超える入院をされ
た後に再び利用を開始した場合も同様です。

又、下記のとおり対象となる加算分の自己負担が必要になります。

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・ 　　所定単位数に１０．２％を乗じた単位数(1月につき）
・ 　　所定単位数に７.4％を乗じた単位数 (1月につき）
・ 　　所定単位数に４.１％を乗じた単位数 (1月につき）
・ 　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位数に1.5％を乗じた単位数 (1月につき）
・ 所定単位数に1.２％を乗じた単位数 (1月につき）
・
・

・　 科学的介護推進体制加算については算定要件を満たした場合に該当になります。
・　

・　 看護職員配置加算・認知症加算・訪問体制強化加算は、要介護の方のみ該当になります。
・　 特別地域小規模多機能型居宅介護加算については算定要件を満たしている為に該当になります。

　（２）介護保険の給付対象とならないサービス
　以下のサービスは、利用料金の全額がご利用者の負担となります。

《サービスの概要と利用料金》
ア 食費  

ご利用者に提供する食事に要する費用です。
料金：朝食：315円　　昼食・おやつ：525円　　夕食：420円

イ 宿泊費
ご利用者に提供する宿泊サービスの宿泊に要する費用です。

1,200円（１泊）
ウ 水光熱費 100円（宿泊サービス1泊につき）
エ おむつ代

実費
オ レクリエーション、クラブ活動

ご利用者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加していただくことができます。
利用料金：材料代等の実費をいただきます。

☆ 経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更する
ことがあります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う２
か月前までにご説明します。

　（３）利用料金のお支払い方法
前記（１）、（２）の料金・費用は、１か月ごとに計算し次のいずれかの方法により翌月末日まで

　　にお支払いください。

　特別地域小規模多機能型居宅介護加算(短期利用除く） 所定単位数の15％を加算

(1月につき）

２,０００円

(1月につき）

(1月につき）

１,０００円 ３,０００円

(1月につき）２,４００円

   ７００円

１,６００円
１,４４０円

６０円

　看護職員配置加算（Ⅲ）

９０円 (1日につき）
（３割負担）

(1月につき）
２,１００円

（１割負担）

　認知症加算（Ⅱ）

　初期加算(３０日まで）  ３０円

※負担割証発行の説明を受け、当事業所宛に負担割合証が送付されることに同意します。

（２割負担）

　看護職員配置加算（Ⅱ）
　看護職員配置加算（Ⅰ）

   ７５０円

   ９００円 ２,７００円

２,２５０円１,５００円
１,０００円

   ４８０円
１,４００円
１,８００円

１,５００円

   ３５０円
　総合マネジメント体制強化加算

　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

　認知症加算（Ⅰ）

１,０００円 ２,０００円

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）・介護職員等特定処遇加算（Ⅰ）、（Ⅱ）は

(1月につき）
(1月につき）

　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

４０円 ８０円

　訪問体制強化加算

(全内税）

　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）
　科学的介護推進体制加算（短期利用除く）

算定要件を満たしている項目について該当になります。

   ８００円

１２０円

(1月につき）
(1月につき）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
７００円 １,０５０円

３,０００円

(1月につき）

(1月につき）

   ６４０円 １,２８０円 １,９２０円

９６０円

   ５００円

　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）



①事業所での現金支払
②郵便振替

【郵便振込の場合】

郵便局
口座記号　０２５１０－３ 口座番号　　２８９９ 加入者名　　川口整骨院

  ≪サービス利用料金≫

※ 負担割合・・・短期利用単位数は各利用者の負担割合に応じた割合とする。

　　　　　　　    介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

　　　　　　　    介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

減算

　（５）利用の中止、変更、追加
☆ 小規模多機能型居宅介護サービスは、（介護予防）小規模多機能型居宅介護計画

に定められた内容を基本としつつ、利用者の日々の様態、希望等を勘案し、適時適切
に通いサービス、訪問サービスまたは宿泊サービスを組み合わせて介護を提供するも
のです。

☆ 利用予定日の前に、ご利用者の都合により、小規模多機能型居宅介護サービスの
利用を中止または変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。
この場合には原則としてサービスの実施日の前日までに事業者に申し出てください。

☆ ５．（１）の介護保険の給付の対象となるサービスについては、利用料金は１か月ご
との包括費用（定額）のため、サービスの利用回数等を変更された場合も１か月の
利用料は変更されません。

☆ サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼動状況により利用者の
希望する日時にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を利用者に提示
して協議します。

　（６）（介護予防）居宅サービス計画について
　 介護支援専門員は、利用者の状況に合わせて適切に居宅サービスを提供するために、利用

　者の解決すべき課題の把握（アセスメント）やサービス担当者会議等を行い（介護予防）居宅
サービス計画（ケアプラン）を作成する。その内容について利用者又はその家族に対して説明し
利用者の同意を得て、交付する。モニタリングを行い、必要に応じて（介護予防）居宅サービス計
画の変更を行う。

要介護度

             利用の開始に当たって、あらかじめ７日以内（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病

　　　　　登録者に対する指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の提供に支障がないと認めた場合

　　　　　 等やむを得ない事情がある場合は１４日以内）の利用期間を定めることになります。

要介護１

   (4) 短期利用

自己負担額
（1日につき）

　　　　　であること。

　　　　　やむを得ない場合など一定の条件化において、登録者以外の短期利用を受け入れます。

要介護３

１,１４０円

要介護５
７０７円

１,６８０円
６３６円５７０円

　　　　　　利用者の状態や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門

要介護２

２,５２円
１,５４８円

８４０円
要介護４

　　　　　員が、緊急に利用することが必要と認めた場合であって、指定（介護予防）小規模多機能型居

１,７１０円

　　　　　　小規模多機能居宅介護の宿泊室に空床がある場合には、登録定員に空きがあって、緊急や

１割

　　　　　宅介護事業所の介護支援専門員が、当該指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所の　　　　　

登録者数が登録定員を超える場合　　所定単位数の70/100を乗じた単位数
従業者の員数が基準に満たない場合　　所定単位数の70/100を乗じた単位数

要支援２

１,４１４円
１,９１２円

　　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）　　　　 　２５円／日

２割

２割

３割 ２,１２１円

７７４円

加算

　　　　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）　　　　      所定単位数に4.1％乗じた単位数

１,２６９円

　　　　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）　　　　　　　所定単位数に10.2％乗じた単位数

要支援１

自己負担額
（1日につき）

３割 １,５８７円

１割 ５２９円
要介護度

　　　　介護職員特定処遇改善加算（Ⅱ）　　　　所定単位数に1.2％乗じた単位数

２,３２２円

　　　　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）　　　　      所定単位数に7.4％乗じた単位数

　　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）　　　　 　２１円／日

８４６円 １,０５８円
４２３円

　　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）　　　　 　１２円／日

１,２７６円

　　　　介護職員特定処遇改善加算（Ⅰ）　　　　所定単位数に1.5％乗じた単位数



　（７）　居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者はケアプランに位置付ける居宅サービス
　事業について、複数の事業所の紹介を求めることが可能であり、当該事業所をケアプラン
　に位置付けた理由を求めることが可能である。

　（８）（介護予防）小規模多機能型居宅介護計画について
（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスは、利用者一人ひとりの人格を尊重し、住み

慣れた地域での生活を継続することができるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図
りつつ、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、通いサービス、訪
問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせることにより、地域での暮らしを支援するもの
です。

事業者は、ご利用者の状況に合わせて適切にサービスを提供するために、ご利用者と協議
の上で（介護予防）小規模多機能型居宅介護計画を定め、またその実施状況を評価します。計
画の内容及び評価結果等は書面に記載してご利用者に説明の上交付します。

６．苦情の受付について
　（１）当事業所における苦情の受付

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。
○苦情受付窓口（担当者）

鈴　木　貴　之　
○受付時間 毎週月曜日～金曜日

８：３０～１７：００
また、苦情受付ボックスをカウンターに設置しています。

　（２）行政機関その他苦情受付機関
所在地　　　大仙市高梨字田茂木１０番地

介護保険事務所 電話番号　　０１８７－８６－３９１０
受付時間　　８：３０～１７：１５
所在地　　　大仙市大曲花園町１－１

大仙市高齢者包括支援センター 電話番号　　０１８７－６３－１１１１
受付時間　　８：３０～１７：１５
所在地　　　秋田市山王四丁目２－３　市町村会館４F

国民健康保険団体連合会 電話番号　　０１８－８６２－３８５０
受付時間　　８：３０～１７：１５

７．運営推進会議の設置
当事業所では、小規模多機能型居宅介護の提供にあたり、サービスの提供状況について

定期的に報告するとともに、その内容等についての評価、要望、助言を受けるため、下記の
とおり運営推進会議を設置しています。

＜運営推進会議＞
構　 成：利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、市町村職員、地域包括支援
　　　　 センター職員、小規模多機能型居宅介護について知見を有する者等
開　 催：隔月で開催。 
会議録：運営推進会議の内容、評価、要望、助言等について記録を作成します。

８．協力医療機関
当事業所では、各利用者の主治医との連携を基本としつつ、病状の急変等に備えて以下

の医療機関を協力医療機関として連携体制を整備しています。

＜協力医療機関＞
　医療法人道真会　太田診療所　　　　　所在地　大仙市太田町横沢窪関南５０５－１

　冨岡歯科医院 所在地　大仙市太田町横沢窪関南５０５－３

９．入院時における医療機関との連携促進
　　　　　入院における医療機関との連携を促進する観点から、入院時に担当事業所や介護支援専門員の
　　　　氏名等を入院先医療機関に情報提供するようお願いします。
　　　　　担当の介護支援専門員は次の通りです。担当が変更になる場合は、その氏名を別途連絡します。

大曲仙北広域市町村圏組合

介護支援専門員 三浦慎太郎 連絡先　0187-88-8970
介護支援専門員 佐々木　悟 連絡先　0187-88-8970



１０．緊急時および事故発生時の対応方法について
当事業所では、サービス提供中に利用者に緊急の事態および事故が発生した場合、利用者

の主治医にご連絡するとともに予め指定する市町村、当該利用者の家族等にも連絡します。
主治医への ○ 体温３７．５℃以上 ○ 血圧が普段よりかなり高い場合
連絡基準 ○ 嘔吐、嘔気、胸痛、チアノーゼ、起座呼吸 ○ 意識の低下

１１．非常火災時の対応
非常火災時には、別途定める消防計画に則って対応を行います。また、避難訓練を年

 　２回、利用者も参加して行います。
大曲消防署への届出日：　随　時
防火管理者：　 鈴　木　貴　之

１２．サービス利用にあたっての留意事項
○サービス利用の際には、介護保険被保険者証を提示してください。
○事業所内の設備や器具は本来の用法に従ってご利用ください。これに反したご利用

により破損等が生じた場合、弁償していただく場合があります。
○他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮ください。
○所持金品は、自己の責任で管理してください。
○事業所内での他の利用者に対する執拗な宗教活動及び政治活動はご遠慮ください。

１３．身体拘束について
①利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため、緊急やむを得ない場合

を除き、身体拘束その他行動を制限する行為を行いません。
②緊急やむを得ない理由で、利用者に『身体拘束等の行動制限』(下記フローチャート)を

行う場合は、以下の手続きによります。
③身体拘束廃止委員会の構成員は、次のとおりとします。
　 管理者、計画作成者、代表者、看護師、介護職員
④当館での身体拘束について、苦情・相談・要望はいつでも申し立てることができます。

その場合、迅速、適切に対処し改善に努めます。

『身体拘束等の行動制限』の対応フローチャート

①　サービス開始時
↓
②　利用者又は家族等に重要事項説明書により説明し、同意を得る。
↓
③　緊急時やむを得ない状況の発生。
↓ (　*　昼間と夜間の相違を考慮する。　)
↓
④　身体拘束廃止委員会において、以下の三つの要件をすべて満たす状態であることを
　　「身体拘束廃止委員会」等のチームで検討、確認し、記録しておく。
↓ 切迫性：利用者本人または他の利用者等の生命または身体が危険にさらされる
↓ 　　　　　可能性が著しく高いこと。
↓ 非代替性：身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと。
↓ 一時性：身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること。
↓ 上記三つの要件については「身体拘束廃止委員会」で判断します。
↓
⑤　管理者等の責任者の承認
↓
⑥　事前又は事後に速やかに利用者又は家族等に説明し、文書で同意を得る
↓
⑦　『身体拘束等の行動制限』を行なうことをケアプランに明記し、事業所で承認すると
↓ 　ともに利用者又は、家族等に説明し、文書で同意を得る
↓
⑧　実　施
↓
⑨　経過観察と適切な記録の整備・再評価
↓ (　廃止事例の積み重ねを役立てる。　)
↓
⑩　④へ戻る



令和　　　　年　　　　月　　　　日

指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき
重要事項の説明を行いました。

指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所　　　　おうようかん「川口の家」

説明者職名　　介護支援専門員　　　　　　　　　　　　　　氏名　　竹　村　羽　純　　印
説明者職名　　介護支援専門員　　　　　　　　　　　　　　氏名　　竹　村　羽　純　　印

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定（介護予防）小規模多機
能型居宅介護サービスの提供開始に同意しました。

利用者住所　　大仙市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.

氏名

代理人住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(続柄)

佐々木　悟　　
三浦慎太郎　　


